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単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

10-3-1 外国人英語指導事業（ＡＬＴ事業） 教育部　教育指導課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　西東京市教育計画では、国際理解教育の推進が掲げられており、英語指導講師の指導等により、英語教育の
充実のほか、外国語や外国の文化に慣れ親しみ、国際性の向上を図ることを目的とする。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金の概要（国・都
基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等　　※該当する予算事業名・節目を明記する

　外国語を母国語とする指導助手（ＡＬＴ）を学校に派遣し、生きた外国語を学ぶとともに、国際理解を図る。
　小学校３・４年生は年間５時間、５・６年生については年間18時間（英語教育の研究指定校である住吉小の５・６年生は30時間）、中
学生については、年間15時間のＡＬＴ事業を実施。
【主な実施内容】
　小学校については、英語を使用した会話、ゲーム、歌などの指導等により、外国文化への理解、国際性の向上等を図る。
　中学校については、英語の授業や特別活動等における生徒との対話を通して「聞く・話す」の英語力の向上を図る。
（予算事業名：10.01.03.12　外国人英語指導事業費）

平成14 実施形態

事
業
費
デ
ー

タ

項　　目 単位 25年度

財
源
内
訳

18,800

人

2,721

0.01

26年度 27年度 28年度

千円

21,521 25,757 26,053 26,162

79 415

10,295 11,486 26,162

0.050.01 0.01

26,132

15,462 14,567

千円 79 82

千円

26,577

ＡＬＴ活動日数 千円 24 26 26 26

千円 21,600 25,839

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 25年度

② 実績値

成果指標

26年度 27年度 28年度

①　ＡＬＴ活動日数 実績値 日 915 988 999 1,003

26年度 27年度 28年度

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　ＡＬＴによる授業・英語活動・指導の延べ日数

単位

一
次

目標値 ％

実績値 ％

25年度

42 40 57

二
次

目標値 ％

実績値 ％

　英語教育や国際理解の教育については、ＩＣＴを使用した方法等様々なも
のがあり、それらを複合的に組合わせて実施するのが望ましい。

38 47 51

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　英検３級以上相当の率は、英検３級（中学校卒業程度）相当以上の英語力を有する中学校３年生生徒数÷中学校３年生全生徒
数
　英検受験率は、中学校３年生における英検者数÷中学校３年生全生徒数で、英語学習の意欲を測るものである。

　定期的に担当者連絡会で意見聴取している。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

代替・類似サービスの有無

　多摩26市、全市が実施しており、うち19市が委託事業で実施している。
　時間に関しては、日数を決めてＡＬＴを学校に派遣し、学年・クラス等の配
置は学校が自校内で調整している市町村が多い。

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

事
業
環
境
等

宝くじ区市町村交付金

事業開始時期

英検３級相当以上の率

英検受験率

法律 

条例・規則 

要綱・要領 

政令・省令 

  上 

  中 

  下 

  有 

  無 

直営 委託 補助 その他 



【一次評価】

Ｃ

【二次評価】

Ｃ

【外部評価】

【行革本部評価】

【改善の方向性・スケジュールと改善実施にあたっての課題】

改善の方向性・
スケジュール

○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　学習指導要領では、小学校高学年（５・６年生）に対し外国語活動の時間（年間３５時間）
を導入し、中学校においては、コミュニケーション能力の基礎を養うことを外国語の目標に
置いている。
　次の学習指導要領の改正では、小学校において英語が教科化される予定である。それに
向けて、都の教育委員会も本格的な支援に乗り出しており、本市においても、当該支援事
業の一つである英語教育推進地域事業を、今年度、来年度の２か年に渡って実施すること
が決定している。
　また、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催が決定し、英語教育や国際理解教
育の必要性が高まることが考えられ、外国語を母国語としているＡＬＴによる指導の必要性
は、ますます増大している。
　今年度、事業費と実施内容（委託・派遣等を含め）について、教員等の意見を踏まえ見直
しを検討し、来年度以降に向け、更なる充実を図っていく。

検証項目の見方　Ａ：事業実施の意義を検証する項目　Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目　Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　新しい学習指導要領（平成32年度改定予定）では、小学校における英語の教科化が予定
されており、それを受けて東京都教育委員会では、2020年東京オリンピック・パラリンピックも
視野に英語教育や国際理解教育の必要性から前倒しで各地教委への支援を検討している
とのことである。
　しかしながら、次期学習指導要領の内容や東京都教育委員会による支援内容は未だ不
透明であり、ALT事業を拡充することを推奨するものなのか判断が難しいところである。担当
課では、中学校の英語力の向上はこの事業によるものと高く評価しているところであるが、国
や東京都教育委員会の動向に注視しながら、現時点においては、継続して事業を進めるこ
とが妥当と考える。

検証項目の見方　Ａ：事業実施の意義を検証する項目　Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目　Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目
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